【様式１】

平成　　年　　月　　日

大阪府知事　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （代 表 者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
ものづくりイノベーション支援プロジェクトとして認定を受けたいので、ものづくりイノベーション支援プロジェクト認定要綱第４条に基づき関係書類を添えて申請します。

１　プロジェクト計画書
	共同事業体の概要

	中小企業者

（代表者）
	名　　　称
	

	
	所　在　地
	〒

	
	担　当　者
	役　職：
	氏　名：

	
	連絡先等
	電　話：
	ＦＡＸ：

	
	
	E-mail：

	
	
	ＵＲＬ：

	支援機関
	名　　　称
	

	
	所　在　地
	〒

	
	代　表　者
	

	
	担　当　者
	役　職：
	氏　名：

	
	連絡先等
	電　話：
	ＦＡＸ：

	
	
	E-mail：

	
	当該機関のこれまでの主な技術開発支援活動実績（実施年度、内容）を簡潔に記載してください。

	
	

	その他の構成員
	上記以外に共同事業体の構成員となる企業・機関がある場合は記載してください。

	
	区分
	名称
	所在地
	担当者役職/氏名
	連絡先

	
	□企業
□支援機関
	
	
	
	電話：

	
	
	
	
	
	E-mail：

	
	□企業
□支援機関
	
	
	
	電話：

	
	
	
	
	
	E-mail：

	
	□企業
□支援機関
	
	
	
	電話：

	
	
	
	
	
	E-mail：


２　技術開発の概要
	（１）技術開発の名称　　※プロジェクト認定された場合、ホームページで公表されます。

	　　

	（２）技術開発の概要　　※１００字程度で記載してください。　※プロジェクト認定された場合、ホームページで公表されます。

	

	（３）実施期間　　※最長３年まで可能。　※助成金事業対象期間は１年目（交付決定日から翌年２月末）までです。

	交　付　決　定　日　～　平成　　年　　月　　日

	（４）実施場所　　※実施場所が複数になる場合はすべて記載

	

	（５）ものづくりイノベーション支援助成金の活用

	
	□
	活用する
	□
	活用しない（プロジェクト認定のみ）

	（６）技術開発の具体的な内容　（複数ページになっても結構です。）

	
	≪計画策定の背景≫
≪技術課題の概要≫

≪技術開発計画の内容について≫

①技術課題を踏まえた計画目標、②環境・新素材などの成長有望分野との関連性、③競合技術との優位性や知的財産の保有状況、④事業化の可能性や市場性を簡潔に記載してください。

≪計画目標達成までの取組みにおける関係機関との関わり≫　※図式でも可



	（７）スケジュール及び事業費　（必要に応じて行を追加してください）

	項　　目
	Ｈ　　年度
	　Ｈ

年度
	 Ｈ　

年度
	事業費

	
	7～９
	10～12
	1～3
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	千円

	
	
	
	
	
	
	千円

	
	
	
	
	
	
	千円

	
	
	
	
	
	
	千円

	
	
	
	
	
	
	千円

	
	
	
	
	
	
	千円

	
	
	
	
	
	
	千円

	
	
	
	
	
	
	千円

	事業費
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円


３　助成事業の概要
　※助成金を活用しない場合は記入不要です。

　　２ 技術開発の概要「（５）ものづくりイノベーション支援助成金の活用」で「活用する」を選択した場合のみ記載してください。
○助成事業の実施内容

	助成金を活用して実施する技術開発の取組み内容・達成目標について簡潔に記載してください。

※必要に応じて枠を広げてください

	


○経費配分案　
　※②助成事業申請額が、①助成事業に要する経費の１／２になるように記入してください。
	区分
	細　　目
	①助成事業に要する経費
	②助成事業申請額

①／２=②
	備　　考

	技術開発費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	a 小計
	円
	円
	

	技術調査費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	b 小計
	円
	円
	

	事務費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	c 小計
	円
	円
	

	合計a＋b＋c
	円
	円
	


○助成金以外の経費負担
	経費負担者
	

	負　担　額
	 負担額 ＝ ①助成事業に要する経費 － ②助成事業申請額

	
	

	負担方法
	


